
 

第２回 予算決算常任委員会 
                         

日 時：令和 8年 3 月 16 日･17 日･18 日･19 日 

                          午前 9時 30 分～ 

                      場 所：下呂庁舎 3-1 会議室 

 

１ 委員長あいさつ 

 

２ 市長あいさつ 

 

３ 議長あいさつ 

 

４ 付託案件 

(１) 議第 49 号 令和８年度下呂市一般会計予算…………………………………【まちづくり推進部】 

(２) 議第 50 号 令和８年度下呂市国民健康保険事業特別会計(事業勘定)予算 

……………………………………………………………………【市民保健部】 

(３) 議第 51 号 令和８年度下呂市後期高齢者医療特別会計予算………………【市民保健部】 

(４) 議第 52 号 令和８年度下呂市介護保険特別会計(介護サービス事業勘定)予算 

……………………………………………………………………【福 祉 部】 

(５) 議第 53 号 令和８年度下呂市介護保険特別会計(保険事業勘定)予算……【福 祉 部】 

(６) 議第 54 号 令和８年度下呂市国民健康保険事業特別会計(診療施設勘定)予算 

……………………………………………………………………【市民保健部】 

(７) 議第 55 号 令和８年度下呂市下呂財産区特別会計予算……………………【地域振興部】 

(８) 議第 56 号 令和８年度下呂市学校給食費特別会計予算……………………【教育委員会事務局】 

(９) 議第 57 号 令和８年度下呂市水道事業会計予算……………………………【上下水道部】 

(10) 議第 58 号 令和８年度下呂市下水道事業会計予算…………………………【上下水道部】 

(11) 議第 59 号 令和８年度下呂市下呂温泉合掌村事業会計予算………………【観光商工部】 

(12) 議第 60 号 令和８年度下呂市立金山病院事業会計予算……………………【市民保健部】 

 

【資 料】  

○議第49～60号 令和８年度予算の概要について………………………………… Ｐ２【まちづくり推進部】 

○議第49～60号 令和８年度予算における人件費について……………………… Ｐ10【総 務 部】 

〇議第49号    妊娠期からの切れ目ない支援の拡充について………………… Ｐ11【市民保健部】 

〇議第49号    令和８年度林政関係予算(森林環境譲与税の使途)について… Ｐ12【農 林 部】 

〇議第49号    令和８年度学校給食費支援事業について……………………… Ｐ27【教育委員会事務局】 

〇議第53号   令和８年度介護保険事業勘定財源充当一覧…………………… Ｐ29【福 祉 部】 
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予算決算常任委員会 
実施月日 令和８年３月１６日 
担 当 課 まちづくり推進部 財務課  

 

 

令和８年度予算(案)の概要について 

 

【会計区分別予算額等】                        千円 
 

 

 

 

 

 

 

【一般会計の主な特徴】 
 

１．進化するインフラ・深化する子育て支援 

〜未来への基盤を構築する予算〜 

令和８年度予算は、下呂市の持続可能な未来を見据え、次世代への投資と、時代に即した基盤整

備を柱とした予算を盛り込みました。 

（１）子育て・教育支援の「深化」 【最優先事項】 

出生から大学まで誰もが一貫して受給できる切れ目ない支援体制を確立します。小学校給食費の

完全無償化や中学生新生活応援給付金の創設など、ライフステージに応じた経済的支援を強化する

ことで、子育て世代の安心を強力に支えます。 

（２）生活環境と交流を支える「インフラの進化」 【拠点整備】 

市民の生活環境向上と交流人口の拡大に向け、社会基盤の充実を加速させます。JR下呂駅周辺の

整備、あさぎりサニーランドの移転新設、温泉街の街歩き起点整備を推進し、生活利便性を高め、

交流・関係人口を呼び込むための「街の形」を整えます。 

（３）人材を育成する環境づくりという「新たなインフラの進化」 【次世代投資】 

２１世紀のインフラ整備は「人材育成の環境づくり」であると捉え、第 1回下呂市芸術祭を開催

します。芸術を通じて感性を育み、地域への誇りを醸成する環境を整えることで、未来の下呂市を

支える力を育みます。 

以上の重点施策に加え、地域経済の自立を促す「産業活性化」や、市民の生命を守る「防災力の

強化」など、多様な地域課題にきめ細かく対応し、街全体の土台をより強固なものにする予算編成

としました。 

 

予算規模は合併以降、６番目の規模 
 

 

 

 

 

 

 

会計区分 令和８年度 令和７年度 比較増減額・増減率 

一般会計 23,170,000 22,550,000 620,000 2.7% 

特別会計(７会計) 8,340,830 8,394,040 △53,210 △0.6% 

企業会計(４会計) 6,347,155 6,682,316 △335,161 △5.0% 

合  計 37,857,985 37,626,356 231,629 0.6% 

1 239 億 9,000 万円 平成 30 年度 

2 237 億 9,000 万円 令和３年度 

3 237 億 0,000 万円 令和４年度 

4 234 億 3,000 万円 令和６年度 

5 231 億 8,000 万円 平成 29 年度 

6 231 億 7,000 万円 令和８年度 
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２．予算構成から見る歳入の特徴 

（１）市税が 2億 597 万円（4.6％）増額   【予算額】市税 46億 7,955 万円 

◇宿泊税の通年徴収による増額（R7.10 月導入）   1 億 1,391 万円 

◇収納率向上による固定資産税の増額   6,705 万円 

 

（２）国庫支出金が 1億 1,311 万円（△6.5％）減額  【予算額】国庫支出金 16億 3,269 万円 

◇自治体情報システム標準化に伴うデジタル基盤改革支援補助金の減額    △1億 2,084 万円 

◇森８号線道路改良事業完了により社会資本整備総合交付金(都市計画費)が減額  △5,675 万円 

◇自動運転社会実装推進事業の広域連携事業への移行に伴い国庫補助金が減額   △4,814 万円 

◇令和７年６月発生災害（小坂地域 門坂５号線）復旧事業に係る国庫負担金の増額 5,602 万円 

 

（３）基金からの繰入金は 3億 8,939 万円（20.2％）増額 【予算額】基金繰入金 23億 1,716 万円 

◇下呂温泉街歩き起点整備への下呂温泉賑わいづくり基金の繰入       2 億円 

◇第１回下呂市芸術祭開催にかかるアートプロジェクト基金の繰入  1 億 1,000 万円 

◇計画的基金の積み立てに合わせて、役割を終えたふるさと基金の廃止による繰入 

 当該繰入の一部を清掃施設整備基金積立の財源として活用     4 億 3,596 万円 

 

（４）市債計上額は 5,260 万円（4.4％）の増額 【予算額】市債 12億 5,080 万円 

※市債発行抑制計画に基づき、発行額の抑制と交付税措置率が高い市債を選択 

◇将来の公共施設解体に備えた基金積立に伴う過疎対策事業債を計上 9,600 万円 

◇ハード事業にかかる市債発行        11 億 5,480 万円 

 

 

３．予算構成から見る歳出(目的別経費)の特徴 

（１）総務費は 5,583 万円（1.3％）の増  【予算額】総務費 42 億 1,952 万円 

総務費には、人事管理や庁舎管理のほか、移住定住、DX・情報化推進、地域振興、交通安全、

公共交通、税務、戸籍住民などに関する費用を計上 

◇第１回下呂市芸術祭開催経費（期間：9月 11日～11月 8日）の計上による増額 1億 918 万円 

◇ふるさと寄附金・宿泊税を財源としたＪＲ駅整備のための基金積立（R8積立額 3億 97万円） 

による増額         5,090 万円 

◇第２回下呂市芸術祭開催に向けた基金積立開始（R8積立額 5,031 万円）による増額 5,031 万円 

◇ふるさと寄附金増収による推進経費の増額       1 億 3,254 万円 

◇定額減税補足給付金事業の減額        △1 億 2,582 万円 

 

（２）民生費は 5,908 万円（1.1％）の増  【予算額】民生費 56 億 6,279 万円 

障がい者福祉、高齢者福祉、子育て支援などに関する費用を計上 

◇給付額の増額に対応した介護保険特別会計（保険事業勘定）への繰出金の増額 2,707 万円 

◇給付額の増額に対応した障がい者自立支援給付事業の増額     1,789 万円 

◇あさぎりサニーランド移転新設に向けた事業費の増額      1,339 万円 
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（３）衛生費は 4億 740 万円（18.9％）の増  【予算額】衛生費 25 億 6,255 万円 

健康推進、母子保健、地域医療、ごみ処理、火葬場、清掃、し尿処理に関する費用を計上 

◇火葬場整備事業（浄郷苑基幹的設備改良事業設計施工業務）の増額 1億 2,759 万円 

◇次期クリーンセンター整備のための計画的基金積立の増額（R7：3億 18 万円→R8：3億 9,771 万円）  

9,753 万円 

 

（４）農林水産業費は 1億 4,336 万円（△8.9％）の減  【予算額】農林水産業費 14 億 6,342 万円 

農業振興、畜産振興、林業振興、農林業基盤整備に関する費用を計上 

◇下水道事業会計繰出金の減額   △8,038 万円 

◇農業経営高度化支援事業の減額  △2,825 万円 

◇改良路線の減による公共林道改良事業の減額 △2,433 万円 

 

（５）商工費は 9,155 万円（10.0％）の増  【予算額】商工費 10 億 1,049 万円 

商工振興、消費者行政、観光振興、自然公園に関する費用を計上 

◇温泉街サイン看板整備や宿泊施設等改修補助金など観光客の受入環境整備事業を増額 3,018万円 

◇令和７年９月に創設した入湯税活用事業基金への積立による増額    1,525 万円 

◇令和７年９月に創設した宿泊税活用事業基金への積立による増額    1,007 万円 

 

（６）土木費は 9,438 万円（△3.5％）の減   【予算額】土木費 25 億 9,657 万円 

道路橋りょう・河川の維持修繕・新設改良、除雪対策、都市計画、建築政策、景観形成、公園、

市営住宅に関する費用を計上 

◇上ケ平地区健康と福祉・スポーツと文化創造拠点整備 

用地取得費(下呂温泉病院周辺用地)の減額 △3億 2,887 万円 

造成工事に向けた調査および設計業務の実施    4,409 万円 

◇森８号線道路改良事業完了による社会資本整備総合交付金(都市計画費)の皆減 △1億 4,000 万円 

 ◇つつじヶ丘公園野球場照明ＬＥＤ化工事完了による公園管理運営費の減額    △6,440 万円 

 ◇下呂温泉賑わいファンド事業補助金（温泉街街歩き起点整備）の増額     1 億 9,994 万円 

 

（７）消防費は 7,166 万円（6.8％）の増  【予算額】消防費 11 億 3,271 万円  

常備消防、消防団、災害対策に関する費用を計上 

◇防災行政無線操作卓更新事業による増額     7,617 万円 

◇緊急時対応に万全に備えるための、はしご車オーバーホール 4,849 万円 

 

（８）教育費は 324 万円（△0.2％）の減   【予算額】教育費 17 億 3,470 万円 

小・中学校の管理運営、文化財、生涯学習、社会教育、保健体育に関する費用を計上 

◇中学校特別教室空調設備整備工事（３校）の事業完了による減額    △9,624 万円 

◇中学校屋内運動場改修事業（床改修）の完了等による減額     △8,994 万円 

◇小学校給食費無償化事業の実施による皆増     6,115 万円 

◇学校給食費負担軽減支援事業（食材高騰分支援及び中学生３カ月無償化）の増額 2,214 万円 

◇小学校空調設備整備事業（３校の特別教室空調整備工事等）実施による増額   5,241 万円 
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事業内容 事業費 事業内容 事業費 事業内容 事業費

乳児 ［継続］福祉医療費助成事業 447万円 ［継続］出産祝金支給事業 2,580万円 ［継続］紙おむつ処理用ごみ処理券の支給 99万円 3,126万円

（0～1歳）

幼児 ［継続］福祉医療費助成事業 2,993万円 ［継続］わくわく入園準備応援事業 57万円 ［継続］3子以降保育料無償化・ 3,447万円

（1～6歳） 　　　　2子保育料半額　　※未満児

【新規】年中・年長児長ぐつ配布 48万円

　在園中の年中・年長児へ長ぐつを配布

【R8限り】給食費の無償化 349万円

　4月～6月の3月分無償化

小学生 ［継続］福祉医療費助成事業 3,792万円 ［継続］新入学児童学用品費 272万円 【新規】給食費の無償化 6,115万円 11,339万円

（6～12歳）

［継続］給食費高騰分支援 1,160万円

中学生 ［継続］福祉医療費助成事業 2,199万円 【新規】中学校新生活応援給付金 681万円 【R8限り】給食費の無償化 1,178万円 6,680万円

（12～15歳） 　4月～6月の3月分無償化

［継続］給食費の半額支援 1,362万円

　給食費保護者負担分の半額を支援

［継続］給食費高騰分支援 1,260万円

高校生 ［継続］福祉医療費助成事業 1,779万円 【拡充】通学定期券購入助成 3,300万円 【拡充】通学定期券購入助成　【再掲】 5,079万円

（15～18歳）

大学生等 【新規】奨学金借入利息支援 392万円 392万円

（18～22歳）

11,210万円 7,282万円 11,571万円 30,063万円

※福祉医療費助成事業の事業費は各世代の人口で按分したもの

　『下呂市みらい奨学金』の利用者を対象
に、在学期間中（上限4年間）および卒業後4
年間は市が借入利息を全額補給(実質無利子)

　保険診療による医療費の自己負担分を全額
助成（外来/入院）

　保険診療による医療費の自己負担分を全額
助成（外来/入院）

　高校等へ通学する生徒の保護者へ定期代補
助に加え、徒歩・自転車・保護者の送迎によ
る通学や下宿代に対し支援金を支給
・市内通学 3万円以上の自己負担を支援
・市外通学 6万円以上の自己負担を支援
・その他通学 5千円、下宿生2万円を支援

　食材費の高騰等による給食費値上分を公費
により負担し、保護者負担額の値上げを据え
置く

　高校等へ通学する生徒の保護者へ定期代補
助に加え、徒歩・自転車・保護者の送迎によ
る通学や下宿代に対し支援金を支給
・市内通学 3万円以上の自己負担を支援
・市外通学 6万円以上の自己負担を支援
・その他通学 5千円、下宿生2万円を支援

　中学校へ入学する生徒の保護者へ給付金を
支給（事業費30,000円/人）

令和８年度　ライフステージに応じた「子育て・教育支援」

対象区分
①医療・健康（健診・医療費） ②入学・進学・卒業（祝金・贈呈） ③在学

合計

合計

　お子さんの誕生を祝福し、第1子10万円/第2
子30万円/第3子40万円/第4子50万円/第5子以
降60万円を支給　※県補助金廃止後も継続

　0歳〜2歳児を養育する保護者へ、もえるご
み処理券（30枚）を無償支給

　保険診療による医療費の自己負担分を全額
助成（外来/入院）

　保険診療による医療費の自己負担分を全額
助成（外来/入院）

　国制度に基づく負担軽減支援（1人月額
5,200円程度）

　食材費の高騰等による給食費値上分を公費
により負担し、国制度と合わせ完全無償化

　小学校に入学する児童へ、市選定のランド
セル（通学カバン）を無償贈呈（事業費
17,000円/人）

　新規入園するお子さんの保護者へ園生活に
必要な用品を配布（５品目）

　保険診療による医療費の自己負担分を全額
助成（外来/入院）
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【令和８年度普通交付税算定の特徴】※令和７年度当初予算比

◎令和７年度国勢調査の人口を27,572人と見込んで算出

◎各費目の単位費用は令和７年度の金額を基礎に、近年の推移や国の動向をもとに推計

　※個別算定経費　①「こども子育て費」測定単位（18歳以下人口）の減少見込み（4,217人→3,460人）による減（△1億7,111万円）

　　　　　　※測定単位の影響△1億7,649万円、単位費用（159,000円→165,000円）・係数の影響770万円

　　　　　 「消防費」測定単位（人口）の減少見込み（30,428人→27,572人）による減（△3,390万円）

　　　　　　※測定単位の影響△6,797万円、単位費用（11,800円→12,600円）・係数の影響3,833万円

　②～⑤「地域の元気創造事業費」～「地域デジタル社会推進事業費」は、前年度交付算定額を基礎に、人口減の影響により減

　※公債費　　　　　 ⑥過疎債の元金償還金の増額による増（9,766万円）

　※包括算定経費　⑦市施設の光熱費、管理経費高騰対策による単位費用の増が引き続き行われる一方で、人口減の影響により減

　※臨時財政対策債 (イ)　地方財政計画から新規発行額が発生しないため引き続き計上なし

　※基準財政収入額 (エ)　税収シミュレーションの伸び率及び地方財政計画等に基づき市税・地方譲与税・交付金などを算定

１　総　括　表

令和８年度 令和７年度 参考：令和７年度 増 減 額 増減率
区　分 （当初予算） （当初予算） （算定額） Ａ－Ｂ D/B*100

（千円）　Ａ （千円）　Ｂ （千円） Ｃ （千円）Ｄ （％）

個別算定経費
（②、③、④、⑤を除く）

  ① 8,249,220 8,427,445 8,636,304 △ 178,225 △ 2.1

基準財政 基準財政 地域の元気創造事業費  ② 92,079 111,856 105,390 △ 19,777 △ 17.7

人口減少等特別対策事業費  ③ 197,520 208,151 207,842 △ 10,631 △ 5.1

地域社会再生事業費 ④ 183,286 186,785 186,607 △ 3,499 △ 1.9

地域デジタル社会推進費 ⑤ 77,972 95,553 82,211 △ 17,581 △ 18.4

需 要 額 需 要 額 公　債　費 ⑥ 1,916,862 1,866,486 1,879,667 50,377 2.7

包括算定経費 ⑦ 1,288,735 1,244,721 1,317,439 44,014 3.5

計①+②+③+④+⑤+⑥+⑦
+錯誤額

 （ア） 12,005,674 12,140,997 12,411,752 △ 135,323 △ 1.1

 （イ） 0 30,203 0 △ 30,203     皆減

 （ウ） 12,005,674 12,110,794 12,411,752 △ 105,120 △ 0.9

基準財政
収 入 額

 （エ） 4,462,062 4,390,745 4,440,175 71,317 1.6

 （オ） 7,543,612 7,720,049 7,971,577 △ 176,437 △ 2.3

交付基準額（オ）＋臨時財政対策債（イ） （カ） 7,543,612 7,750,252 7,971,577 △ 206,640 △ 2.7

↓Ｒ８予算額 ↓Ｒ７予算額 ↓Ｒ７交付決定額

(キ) 7,530,000 7,714,200 7,977,643 △ 184,200 △ 2.4

(イ) 0 0 0 0

7,530,000 7,714,200 7,977,643 △ 184,200 △ 2.4

◆その他

　　　　　　　　　　 

・令和７年度算定額（交付額）は当初予算との比較のため、12月に追加交付された臨時経済対策費188,932千円、給与
改定費69,082千円及び臨時財政対策債償還基金費42,716千円の計300,730千円を除外しています。
・端数調整として、3,612千円を減額したほか、例年調整額として交付基準額から10,000千円弱控除されていることか
ら、予算割れを防ぐため10,000千円減額しています。

 普通交付税

 臨時財政対策債

令和８年度　普通交付税見積調書について

摘　　 要

 臨時財政対策債発行可能額
 （振替相当額）

 合計（臨財債振替後）　(ア)－(イ)

 基準財政収入額(錯誤措置)

 交付基準額(臨財債振替後)    　   (ウ)－(エ)
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１．①【歳　入】予算の説明書５ページ関連　　※金額は増減の額 （単位：千円）

区　　　分 〔令和８年度増加の主な要因〕　　　Ｒ８ - Ｒ７ 〔令和８年度減少の主な要因〕　　　Ｒ８ - Ｒ７

市税 205,971 宿泊税113,918、固定資産税67,052、市民税38,916

地方譲与税 △ 5,456 森林環境譲与税5,544、自動車重量譲与税3,000 地方揮発油譲与税△14,000

交付金 124,100
地方消費税交付金113,000、地方特例交付金27,000、法人事業税交付金7,000、
配当割交付金5,000、株式等譲渡所得割交付金5,000、利子割交付金4,000

環境性能割交付金△37,000

地方交付税 △ 184,200 普通交付税△184,200

分担金及び負担金 △ 19,466 団体営土地改良事業2,500
県営経営体育成基盤整備事業△8,785、県営中山間総合整備事業△5,769、県
営ため池防災対策事業△4,900、県単土地改良事業△1,657

使用料及び手数料 △ 28,267 社会福祉使用料3,065、ごみ処理手数料2,608 駐車場使用料△22,760、市営住宅使用料△7,737、中原診療所収入△5,040

国庫支出金 △ 113,110
公共土木施設災害復旧費負担金(過年発生分)56,028、防災・安全交付金
38,397、地域未来交付金(デジタル実装型)37,695、子ども・子育て支援交付金
14,905、公立学校施設整備費補助金12,485

デジタル基盤改革支援補助金△120,847、社会資本整備総合交付金(都市計画
費)△56,745、地域公共交通確保維持改善事業費補助金△48,136、物価高騰対
応重点支援地方創生臨時交付金△28,984、学校施設環境改善交付金△
20,800、社会保障・税番号制度システム整備費補助金△10,280

県支出金 16,287
農業施設災害復旧費補助金65,707、小学校給食無償化負担金61,147、中山間
地域等直接支払交付金17,164、団体営土地改良事業補助金12,500、強い畜産
構造改革支援事業補助金11,004、部活動の地域展開等推進事業10,354

林業施設災害復旧費補助金（過年度分）△49,060、農業経営高度化支援事業
補助金△28,250、参議院議員選挙交付金△27,002、国勢調査委託金△16,964、
元気な農業産地構造改革支援事業補助金△14,520、公共林道事業補助金△
13,185

財産収入 22,206
地域振興基金利子5,576、財政調整基金利子3,765、清掃施設整備基金利子
2,531、土地売払収入2,440、公共事業基金利子1,891、減債基金利子1,555

寄附金 132,703 ふるさと寄附金132,703

繰入金 389,394
ふるさと基金繰入金435,961、下呂温泉賑わいづくり基金繰入金200,000、ふるさ
と応援基金繰入金180,000、アートプロジェクト基金繰入金110,000、消防防災基
金繰入金71,184、医師確保事業基金繰入金25,500

財政調整基金繰入金△350,000、地域福祉基金繰入金△226,000、子育て応援
基金繰入金△19,609、公共事業基金繰入金△15,961

諸収入 27,238 デジタル基盤改革支援補助金62,830 スポーツ振興くじ助成金△20,000、地域型保育事業給付△12,063

市債 52,600

緊急自然災害防止対策事業債（河川）153,900、浄郷苑基幹的設備改良事業(過
疎)133,600、小学校特別教室空調設備整備事業(過疎)44,900、緊急浚渫推進事
業債30,500、過年発生補助災害復旧事業25,100、道路メンテナンス事業(辺
地)23,300

消防自動車購入事業(過疎)△94,700、中学校特別教室空調設備整備事業(過
疎)△87,600、中学校屋内運動場アリーナ床改修事業(過疎)△64,800、都市公園
整備事業(過疎)△43,100、和川12号線道路改良事業(辺地)△25,700、緊急自然
災害防止対策事業（道路）△24,600

令和８年度一般会計予算の主な増減項目と内容（当初予算比較）について

前年度比較
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１．②【歳出（目的別）】予算の説明書６ページ関連　　※金額は増減の額 （単位：千円）

区　　　分 〔令和８年度増加の主な要因〕　　　Ｒ８ - Ｒ７ 〔令和８年度減少の主な要因〕　　　Ｒ８ - Ｒ７

議会費 △ 5,371 議会職員給与費△3,324

総務費 55,824
ふるさと寄附金推進事業132,534、アートプロジェクト事業109,171、市内ＪＲ駅整
備基金費50,893、アートプロジェクト基金費50,303、高等学校等通学費等支援交
付事業33,000、庁内情報化推進諸経費25,368、総務職員給与費10,376

定額減税補足給付金事業△125,816、庁内情報化推進諸経費臨時△78,289、賦
課徴収諸経費臨時△47,123、公共事業基金費△37,109、自動運転社会実装推
進事業△32,220、参議院議員選挙費△27,002、戸籍住民事務費臨時△23,028、
高等学校等通学費補助事業△22,022、国勢調査費△16,964

民生費 59,073

介護保険特別会計（保険事業勘定）繰出金27,065、保育所職員給与費23,682、
保育所運営費23,567、障がい者自立支援給付事業17,881、児童福祉総務職員
給与費16,012、社会福祉総務職員給与費15,082、あさぎりサニーランド移転新
設事業13,388、後期高齢者医療特別会計繰出金11,515、介護関連施設管理費
11,003、後期高齢者医療広域連合負担金負担事業10,068

障がい児加配保育士設置事業△26,626、子ども・子育て支援事業△13,610、生
活保護実施事業△12,077、子ども・子育て支援事業臨時△11,238、国民健康保
険特別会計繰出金△10,962

衛生費 407,392

火葬場整備事業127,581、清掃施設整備基金費97,531、ごみ処理施設管理運営
費57,797、水道事業会計繰出金57,352、予防接種事業33,754、医療対策事業
27,817、保健事業諸経費臨時13,702、国民健康保険特別会計（診療施設勘定）
繰出金12,990、保健衛生職員給与費11,737

中原診療所管理運営費△13,823、塵芥収集費△12,558、環境衛生施設整備事
業△11,462、地球温暖化対策・脱炭素社会推進事業△10,168

労働費 2,137 雇用促進奨励事業1,920

農林水産業費 △ 143,362
中山間地域等直接支払交付金事業22,885、団体営土地改良事業22,347、有害
鳥獣捕獲事業11,892、強い畜産構造改革支援事業11,004、県単林道改良事業
10,769、森林整備地域活動支援交付金事業10,346

下水道事業会計繰出金△80,386、農業経営高度化支援事業△28,250、公共林
道改良事業△24,337、元気な農業産地構造改革支援事業△19,747、県単かん
がい排水事業△14,344、県営経営体育成基盤整備事業△14,000、農業総務職
員給与費△11,980、アグリチャレンジサポート事業△10,208

商工費 91,548
観光客受入環境整備事業30,189、入湯税活用事業基金費15,241、宿泊税活用
事業基金費10,064

土木費 △ 94,378
下呂温泉賑わいファンド事業199,940、自然災害防止対策事業（河川）186,434、
道路新設改良諸経費臨時67,234、防災・安全交付金道路事業44,900、市営住宅
管理費11,920

上ケ平地区健康と福祉・スポーツと文化創造拠点整備事業△284,783、社会資
本整備総合交付金事業(都市計画費)△140,000、公園管理運営費△64,399、下
水道事業会計繰出金△63,397、自然災害防止対策事業（道路）△24,600、社会
資本整備総合交付金事業(道路橋梁費)△19,452、都市再生整備事業△11,947

消防費 71,654
防災行政無線通信施設管理費臨時76,162、中消防署諸経費臨時48,483、防火
水槽整備事業23,309、常備消防職員給与費18,887、通信指令諸経費15,417

消防本部消防自動車等購入事業△82,834、指令システム整備事業△18,432、
消防自動車等購入事業△14,469

教育費 △ 3,239

学校給食費無償化事業61,147、小学校空調設備整備事業52,401、社会教育職
員給与費22,772、学校給食費負担軽減支援事業22,138、公民館施設管理費臨
時21,455、小学校屋内運動場改修事業20,766、スクールバス管理運営費臨時
16,191、教育事務局職員給与費13,072

中学校空調設備整備事業△96,233、中学校屋内運動場改修事業△89,933、中
学校指導用教材購入事業△16,904、学業支援員等設置事業△16,783、中学校
教育振興諸経費△16,579、小学校教育振興諸経費△14,805

災害復旧費 98,875 過年補助災害復旧事業84,000、過年補助農業施設災害復旧事業68,740 過年補助林業施設災害復旧事業△53,865

公債費 79,847 市債償還元金66,005、市債償還利子13,842

予備費 0

前年度比較
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２．【歳出（性質別）】予算の説明書７ページ関連　　※金額は増減の額 （単位：千円）

区　　　分 〔令和８年度増加の主な要因〕　　　Ｒ８ - Ｒ７ 〔令和８年度減少の主な要因〕　　　Ｒ８ - Ｒ７

人件費 160,364
給料（一般職）122,694、手当(一般職)45,593、共済費(一般職)26,273、給料(会計
年度)22,846、手当(会計年度)8,463

負担金△37,464、その他特別職報酬△16,347

扶助費 △ 9,810
学校給食費負担軽減支援事業22,138、障がい者自立支援給付事業17,881、児
童手当給付費9,115、ことばの相談室開設費4,848

職員給与費（児童手当）△13,828、生活保護実施事業△13,000、福祉医療費助
成事業（小・中・高校生等）△9,012、福祉医療費助成事業（市単重心）△6,179、
要保護準要保護児童就学援助費△3,878、福祉医療費助成事業（県単重心）△
2,657、児童福祉金給付費△2,590、予防接種事業△2,306

公債費 79,847 市債償還元金66,005、市債償還利子13,842

普通建設事業費 △ 223,878

自然災害防止対策事業（河川）186,434、火葬場整備事業133,615、防災行政無
線通信施設管理費臨時75,396、道路新設改良諸経費臨時73,656、小学校空調
設備整備事業52,401、防災・安全交付金道路事業44,900、庁内情報化推進諸経
費臨時28,460、防火水槽整備事業23,309、団体営土地改良事業22,347、小学校
屋内運動場改修事業20,766、県単林道改良事業19,212、スクールバス管理運
営費臨時16,191、あさぎりサニーランド移転新設事業12,958

上ケ平地区健康と福祉・スポーツと文化創造拠点整備事業△284,377、社会資
本整備総合交付金事業（都市計画費）△140,000、中学校空調設備整備事業△
96,233、中学校屋内運動場改修事業△89,933、消防本部消防自動車等購入事
業△81,525、公園管理運営費△63,182、自然災害防止対策事業（道路）△
24,600、公共林道改良事業△24,337、社会資本整備総合交付金事業（道路橋梁
費）△21,710、元気な農業産地構造改革支援事業△19,747、指令システム整備
事業△18,322、消防自動車等購入事業△14,410、県単かんがい排水事業△
14,344、県営経営体育成基盤整備事業△14,000、環境衛生施設整備事業△
11,462

災害復旧事業費 98,875 過年補助災害復旧事業84,000、過年補助農業施設災害復旧事業68,740 過年補助林業施設災害復旧事業△53,865

物件費 20,129

【報償費】ふるさと寄附金推進事業80,231
【需要費】市営住宅維持補修費22,000
【役務費】ふるさと寄附金推進事業11,057
【委託料】ごみ処理施設管理運営費57,308、中消防署諸経費臨時48,483、予防
接種事業34,711、し尿処理施設管理運営費17,798、保健事業諸経費臨時
13,526、通信指令諸経費12,747、介護関連施設管理費11,000、ふるさと寄附金
推進事業10,560、文書管理経費臨時10,236
【使用料・賃借料】ふるさと寄附金推進事業30,188、庁内情報化推進諸経費
17,498
【工事請負費】公民館施設管理費臨時21,455

【需要費】中学校指導用教材購入事業△16,904
【委託料】庁内情報化推進諸経費臨時△94,074、自動運転社会実装推進事業
△48,082、市営住宅維持補修費△32,108、賦課徴収諸経費臨時△28,522、都市
再生整備事業△21,729、戸籍住民事務費臨時△19,976、観光交流センター管理
運営費△17,289、塵芥収集費△12,558、観光案内所管理費△10,337
【使用料・賃借料】中学校教育振興諸経費△15,370、小学校教育振興諸経費△
14,260、庁内情報化推進諸経費臨時△12,675

維持補修費 18,674
市営住宅維持補修費14,101、しみずの湯維持補修費5,874、消防施設維持補修
費4,564、治山・林道維持補修費3,378、給食センタ－施設維持補修費2,325、文
化財保存修理事業助成費2,289

道の駅施設維持補修費△5,087、保育所公設民営事業臨時△5,034、市道除雪
対策費△3,111

補助費等 225,007

下呂温泉賑わいファンド事業199,94、アートプロジェクト事業110,006、高等学校
等通学費等支援交付事業33,000、医療対策事業27,769、中山間地域等直接支
払交付金事業22,885、観光客受入環境整備事業20,000、自動運転社会実装推
進事業15,862、庁内情報化推進諸経費11,075、強い畜産構造改革支援事業
11,004、森林整備地域活動支援交付金事業10,346、都市再生整備事業10,000

定額減税補足給付金事業△123,040、農業経営高度化支援事業△28,250、下水
道事業会計繰出金（農林水産業費）△24,440、高等学校等通学費補助事業△
22,022、子ども・子育て支援事業△15,301、戸籍住民事務費△14,384、賦課徴収
諸経費臨時△13,800、下水道事業会計繰出金（土木費）△12,217、アグリチャレ
ンジサポート事業△10,397

積立金 201,755
清掃施設整備基金費97,531、市内ＪＲ駅整備基金費50,893、アートプロジェクト
基金費50,303、入湯税活用事業基金費15,241、宿泊税活用事業基金費10,064

公共事業基金費△37,109

投資及び出資金 △ 54,631 水道事業会計繰出金51,464
下水道事業会計繰出金（土木費）△51,180、下水道事業会計繰出金（農林水産
業費）△55,946

貸付金 △ 7,930 経営安定資金融資事業△7,090

繰出金 111,598
学校給食費無償化事業61,147、介護保険特別会計（保険事業勘定）繰出金
27,065、国民健康保険特別会計（診療施設勘定）繰出金12,990、後期高齢者医
療特別会計繰出金11,515

国民健康保険特別会計繰出金△10,962

予備費 0

前年度比較
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令和８年度予算における人件費について 

 

■人件費の当初予算比較（全会計） 

〇正規職員、再任用職員、任期付任用職員（特別職含む）                                                                 単位：千円 

 職員数 給  料 職員手当 給与費 計 共済費等 退職手当組合負担金 人件費 計 
R８年度 634 2,415,755 1,502,898 3,918,653 789,103 242,138 4,949,894 
R７年度 630 2,283,110 1,468,187 3,751,297 766,891 293,214 4,811,402 
増 減 4 132,645 34,711 167,356 22,212 △51,076 138,492 

給料、職員手当の 
事由別増減及び 
主な要因 

給与改定  67,588 
普通昇給  19,986 
その他   45,071 
 

制度改正  74,422 
その他  △39,711 
 

(１)会計別職員数の増減 
（一般会計+11 名、介護保険+1 名、診療施設△2 名、金山病院△6 名） 

(２)会計別給料の増減 
（一般会計+122,694、介護サービス+8,644、介護保険+3,801、診療施設△1,743 
 金山病院△3,180） 

(３)期末・勤勉手当支給率の改正による増 +74,422 
(４)職員手当の増減（特勤△2,927、時間外△2,408、期末△6,432、勤勉△9,116、

児童△15,290） 
 
〇会計年度任用職員                                                        単位：千円 

 

 職員数 報酬(パート) 
（第 1 号） 

給料(フル) 
（第 2 号） 

職員手当 給与費 計 
共済費 

社会保険料 
退職手当 
負担金 

人件費 計 
第 1 号 第 2 号 計 

R８年度 285 99 384 507,644 272,202 160,930 940,776 168,522 27,373 1,136,671 
R７年度 293 90 383 502,094 234,155 150,584 886,833 164,196 22,940 1,073,969 
増 減 △8 9 1 5,550 38,047 10,346 53,943 4,326 4,433 62,702 

報酬、給料
職員手当の
事由別増減 

(１)報酬 +5,550 （主な要因；給与改定や任用者の増減)；国保+4,365、介護サービス+2,981、診療施設+7,356、金山病院△9,702 
(２)給料 +38,047（主な要因；任用者の増)；一般会計+22,846、金山病院+12,817 
(３)手当 +10,346  任用者の増員による期末・勤勉手当の増+7,463、その他の要因による増+2,883 

予算決算常任委員会 
令和８年３月 16 日 
担当 総務部 人事課 

-10-



 
 

妊娠期からの切れ目ない支援の拡充 
 
◆4010705「妊婦健康診査費助成事業」の拡充内容 

１．分娩時における交通費の助成［県補助 3/4］ 
 ①通院６０分未満：１回あたり 2,500 円 ※60 分未満の助成は市独自の取り組み 
 ②通院６０分以上：１回あたり医療機関までの往復距離（Km）×37 円の８割 
２．分娩時における宿泊費の助成［県補助 3/4］ 
 ①分娩前に宿泊施設に宿泊した実費額 

   1 泊あたり最⼤ 7,000 円（上限 9,000 円−自⼰負担 2,000 円）、最⼤ 2 泊まで 
 
◆4010707「産婦支援事業」の拡充内容 

１．産婦健診における交通費の助成［県補助 3/4］ 
 ①通院６０分未満：１回あたり 2,500 円 ※60 分未満の助成は市独自の取り組み 
 ②通院６０分以上：１回あたり医療機関までの往復距離（Km）×３７円の８割 
 ２週間・４週間健診の２回分を助成 
２．産後ケア事業の対象者拡充［国補助 1/2、県補助 1/4］ 
 ①内 容： 「一部の支援を必要とする⺟⼦」から「全ての⺟⼦」に拡充する 

       宿泊型（６泊）・デイサービス型（７日）・訪問型（７回） 
  ②利用料：利用料の９割を助成し、１割は自⼰負担（産後１年以内の⺟⼦が対象） 
 
◆4010709「⺟⼦保健事業」の拡充内容 

１．５歳児健診の導入［国補助 1/2］ 
 ①対象者：当該年度に満５歳となる幼児（こども園年中児）各こども園で実施 
 ②内 容：⼦どもの特性を早期に発⾒し、健やかな成⻑・発達を支援する。 

      医師診察・身体計測・尿検査・屈折検査機器を使用した視覚検査・集団学習 
 
◆4010733「産前・産後サポート事業」の新規内容 

１．助産師による妊婦訪問［国補助 1/2］ 
 ①対象者：妊婦のうち育児不安や健康管理等で助産師の訪問を希望する方 
 ②内 容：妊娠 7 か月以降、希望者の自宅へ助産師が訪問。顔の⾒える関係を築き、

産後も孤立することなく早期に支援が受けられる体制を構築する。 
 

２．多胎妊婦等サポーター事業［国補助 1/2］ 
 ①対象者：多胎妊産婦（⼦どもが２歳に達するまでの期間・最⼤ 15 回） 
 ②内 容：多胎妊産婦やその家庭（双⼦や三つ⼦を育てる家庭）のもとへ岐阜県多胎

ネットに登録しているサポーターを派遣し外出時の補助や育児介助を行う。 

予算決算常任委員会 
実施月日：令和８年３月 16 日〜19 日 
担当課：市⺠保健部 健康課 
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令和８年度 林政関係予算  
下呂市森林づくり基本計画（令和５年４月１日〜令和 15 年 3 月 31 日）の「基本方針」

に基づき、森林環境譲与税等を活用して各種事業を推進。 

 

基本方針 

1 森林を守り育てる街 
事業内容 

（1）間伐等推進・・・・・・・・・ １７１，０６５千円 

（2）里山整備・災害防止・・・・・  ６５，７１９千円 

（3）再造林の推進・・・・・・・・   ４，２２６千円 

（4）林道・作業道の整備・・・・・ １２７，６４２千円 

（6）人材育成・担い手確保・・・・  １５，４３５千円 

 

2 森を活かす街 
事業内容 

（5）木材の利用促進・・・・・・・  ２６，３７４千円 

（6）人材育成・担い手確保（再掲）   １５，４３５千円 

 

3 森を知り、森を生かす街 
事業内容 

（2）里山整備・災害防止（再掲）・・  ６５，７１９千円 

（6）人材育成・担い手確保（再掲）・  １５，４３５千円 

 

予算決算常任委員会 

実施月日 令和８年３月１７日 

担当課  農林部 林務課 
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令和３年度事業  森林環境譲与税関連事業 １３０,３３４千円 森林環境譲与税額１２３,１４０千円  一般財源 ７,１９４千円 
  （  ）は森林環境譲与税 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
  
 
 
 

 

森林環境譲与税交付額 （⾒込み） 
 R1 〜57,949 千円 R2  123,142 千円 R3 121,235 千円 R4 156,874 千円  
R5  156,786 千円 R6 222,142 千円 R7 238,776 千円 R8 227,686 千円（⾒込み） 

(５)木材の利⽤促進 
26,374 千円（25,110 千円） 

  
★⑭6020257 地域材需要促進事業（下呂の森が育んだ木の家 

推進事業他（新築・増改築補助））・・24,760 千円 
★⑮6020275 木製品ふれあい事業・・・・・・・2,127 千円 

25,127 千円（25,110 千円） 
 

6020257 地域材需要促進事業（産直住宅普及等）  
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,264 千円 

(1)間伐等推進  171,065 千円（111,950 千円） 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

森林経営管理制度  110,299 千円（106,267 千円） 
 

★①6020293 森林経営管理事業 
（意向調査等業務 360ha、市発注間伐 80ha）・・・・110,299 千円 

（106,267 千円） 

(２)⾥⼭整備・災害防止 
6５,719 千円（48,431 千円） 

4 千円（ 6,825 千円） 
★③6020210 谷沿倒木処理事業・・・・・・・・・・12,000 千円 
★④6020281 間伐未利用材搬出促進事業（C・D 材搬出補助） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・12,775 千円 
★⑤6020225 里山林種転換事業・・・・・・・・・・・ 300 千円 
★⑥6020285 森林造成組合支援事業（森林造成組合活動支援） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 10,405 千円 
★⑦6020279 沿道伐採事業・・・・・・・・・・・・ 12,660 千円 
★⑧8020106 道路沿いの⺠有地の樹木伐採事業補助⾦ 
      ・・・・・・・・3,331 千円【建設部予算に充当】       

51,471 千円（48,431 千円） 
 

6020249 木質バイオマス利用推進事業（未利用材搬出） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・1,493 千円 

6020273 清流の国ぎふ森林・環境基⾦事業（危険木除去） 
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 1,000 千円 

6020329 集落環境保全整備事業（流路工）・・・・ 11,755 千円 
14,248 千円 

(４)林道・作業道の整備 
127,642 千円（26,804 千円） 

 
★⑪6020229 市単作業路等整備事業（開設、維持補修、改良） 

 ・・・・・・・・・・・・・・・・・7,903 千円 
★⑫6020235 公共森林作業道開設支援事業・・・・ 5,269 千円 
★⑬6020325 治山・林道維持補修費 

（下呂萩原線点検管理・林道の軽微な補修等）・13,664 千円 
26,836 千円（26,804 千円） 

 
6020313 県単林道改良事業・・・・・・・・・・・38,016 千円 
6020321 県営林道開設事業・・・・・・・・・・・ 1,188 千円 
6020325 治山・林道維持補修費（点検管理除く）・ 11,900 千円 
6020333 公共林道改良事業・・・・・・・・・・  49,702 千円 

100,806 千円 

(6)人材育成・担い手確保 
 1５,４３５千円（14,711 千円） 

 
★⑭6020257 地域材需要促進事業（木造住宅担い手育成） 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・300 千円 
★⑯6020261 下呂の森をはぐくむ人づくり事業 

（森林環境学習委託等）・・・・・・・・1,766 千円 
★⑰10020203・10030203 森林環境学習時バス借上料 

・・・・・・・・・・633 千円【教育委員会予算に充当】 
★⑱6020297 林業技術者育成・確保事業 

（高性能林業機械レンタル・林業機械購入補助、林業就業移住支
援、森林技術者育成・確保事業 他）・ ・・・・9,188 千円 

★⑲6020105 林業総務費（林業体験ツアー）・・・・1,548 千円 
★⑳6020283 林業関係協議会活動推進事業・・・・・2,000 千円 

15,435 千円（14,711 千円） 
(7)下呂市森を育て活かす基⾦ 

○令和７年度末残高     0 千円 
 

(３)再造林の推進  4,226 千円（680 千円） 
 

★⑨6020239 間伐等森林整備推進事業（自伐林家型）・3,752 千円 
★⑩6020287 再造林促進事業（造林嵩上げ補助）・・・ 474 千円 

4,226 千円（680 千円） 

その他  60,766 千円（5,683 千円） 
 
★②2010564 市有林造林事業（市有林の間伐）・・・・・・7,703 千円 

7,703 千円（5,683 千円） 
 
2010558 市有林管理事業（市有林調査）・・・・・・ 1,692 千円 
6020221 森林獣害防除等事業（熊テープ等補助）・・・ 655 千円 
6020239 間伐等森林整備推進事業（自伐林家型）・・ 3,752 千円 
6020245 森林整備地域活動支援交付⾦事業 

（境界明確化）・・・・・・・・・・・・ 40,106 千円 
6020285 森林造成組合支援事業（経営計画等支援）・ 6,858 千円 

53,063 千円 

令和８年度林政関係予算 ※維持・管理費等は除く。 

★は森林環境譲与税該当事業（）内は森林環境譲与税 
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令和８年度森林環境譲与税の項目別使途割合
（千円）

譲与税 割合（％）

森林整備 171,065 111,950 49.2
里山整備・災害防止 65,719 48,431 21.3
再造林の推進 4,226 680 0.3
林道・作業道の整備 127,642 26,804 11.8
木材の利用促進 26,374 25,110 11.0
人材育成・担い手確保 15,435 14,711 6.5

合計 410,461 227,686 100.0

予算額項　目

森林整備
49.2%

里山整備・災害

防止
21.3%

再造林の推進
0.3%

林道・作業道の

整備
11.8%

木材の利用促進
11.0%

人材育成・担い手確

保
6.5%
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2026.3.17 （千円）

譲与税 譲与税 譲与税
森林経営管理法による森林所有者への意向調査、境界確認、森林調査等を委
託により実施（野上ほか約360ha）

40,040 39,590 44,000 43,990 ▲ 3,960 ▲ 4,400

意向調査業務や経営管理制度による森林整備等事務支援のため、会計年度任
用職員を配置。また、意向調査に必要な事務経費

5,094 5,004 4,665 4,645 429 359

意向調査を管理するクラウドシステムの保守料（8年度から） 935 925 0 0 935 925

意向調査に必要な森林所有者等のデータを整備する経費 1,788 1,778 0 0 1,788 1,778

㋑経営管理制度による森林整備
所有者が市に経営管理を委託した森林(経営管理権取得箇所）について市が間
伐を実施（乗政ほか 約80ha）

61,280 58,970 70,000 65,537 ▲ 8,720 ▲ 6,567

　地域森林管理士委託業務
地域森林管理士による意向調査等アドバイス業務（Ｒ８から特別交付税で予
算措置）

1,162 0 1,162 895 0 ▲ 895

2010564 ②市有林造林事業 ㋒市有林の間伐 市有林の切捨て間伐 7,703 5,683 7,536 0 167 5,683

118,002 111,950 127,363 115,067 ▲ 9,361 ▲ 3,117

6020210 ③谷沿倒木処理事業 ㋓谷沿倒木処理事業 谷沿倒木の処理（玉切り、枝払い、玉積み、運搬）に対する補助 12,000 11,990 12,000 11,990 0 0

6020281 ④間伐未利用材搬出促進事業 ㋔間伐未利用材搬出促進事業
災害の未然防止、資源の有効利用（カーボンオフセット）などから間伐未利
用材の搬出経費に補助（R7 CD材1,000円/㎥）

12,775 12,765 7,000 6,990 5,775 5,775

6020225 ⑤里山林種転換事業 ㋕里山林種転換事業
里山の人工林を伐採後、広葉樹の苗木を植樹して林種転換を図る。（広葉樹
の苗木購入等助成）

300 290 800 790 ▲ 500 ▲ 500

6020285 ⑥森林造成組合支援事業 ㋖森林造成組合活動支援交付金
森林造成組合に対する活動支援（境界明確化、森林内の見回り、林道作業道
の点検、補修等作業や活動に対する支援）※R5 32地区21造成組合　→　R6
48地区28造成組合

17,263 10,405 19,442 11,500 ▲ 2,179 ▲ 1,095

6020279 ⑦沿道伐採事業 ㋗沿道伐採事業
成長した森林による道路の見通しや日当たりを解消するため、沿線の森林整
備を推進し、生活道路の安全確保や景観の改善を図る。R8年度（井尻・菅田
地区（県道58号関金山線）

12,660 9,650 19,000 18,990 ▲ 6,340 ▲ 9,340

8020106 ⑧道路橋梁総務諸経費臨時【建設部】 ㋘道路沿いの民有地の樹木伐採事業補助金 拡充
成長した森林による道路の見通しや日当たりを解消するため、沿線の森林整
備を推進し、生活道路の安全確保や景観の改善を図る　※補助事業６地区５
路線

6,227 3,331 0 0 6,227 3,331

61,225 48,431 58,242 50,260 2,983 ▲ 1,829

6020239 ⑨間伐等森林整備推進事業 ㋙自伐林家型造林嵩上補助
自伐林家型地域森林整備事業（県事業）のうち、再造林に対する嵩上げ分
（20％）を補助

3,752 210 2,015 130 1,737 80

6020287 ⑩再造林促進事業 ㋚造林嵩上げ補助 国県補助事業の地拵え+植栽、下刈り等事業に対する嵩上げ（5％）補助 474 470 36 30 438 440

4,226 680 2,051 160 2,175 520

㋛作業路開設補助
作業路開設に対する補助　1ｍ当り：15度未満300円　15～25度未満820円　25
度以上1,450円

703 700 771 770 ▲ 68 ▲ 70

㋜作業路維持補修補助
作業路維持補修に対する補助　500ｍ未満10万円以内/１路線　500ｍ以上　20
万円以内/1路線

2,700 2,690 2,900 2,890 ▲ 200 ▲ 200

㋝作業路改良補助 作業路の改良に対する補助　30万円以内/1路線 4,500 4,490 4,200 4,190 300 300

6020235 ⑫公共森林作業道開設支援事業 ㋞森林作業道嵩上げ補助事業
森林環境保全直接支援事業で実施する作業路開設で、適切な排水処理を実施
した事に対する嵩上げ補助。

5,269 5,260 5,317 5,300 ▲ 48 ▲ 40

6020325 ⑬治山・林道維持補修費 ㋟林道点検維持管理事業 拡充
・林道下呂～萩原線の点検、維持管理を委託し、安全管理に努める。
・林道の崩土除去等に使用する重機借上げ、補修用原材料費及び点検業務

25,564 13,664 22,167 1,000 3,397 12,664

38,736 26,804 35,355 14,150 3,381 12,654

㋠下呂の森が育んだ木の家推進事業
住宅建築における地域材の利用に対し補助　新築タイプ　1m3あたり20千円、
増改築タイプ　1/3以内の額　事業PRチラシ等　拡充：非住宅を補助対象に追
加

23,000 22,990 29,788 29,540 ▲ 6,788 ▲ 6,550

㋡木造住宅担い手育成事業 木造住宅建築に係る資格取得等に対する補助。講習料及び試験料の1/2。 300 100 300 90 0 10

6020275 ⑮木製品ふれあい事業 ㋢木製品ふれあい事業
出生時に下呂市産材の木製品をプレゼントし、幼少期から木に触れることで
「木の良さ」に触れ「下呂市の森を思う心」を育む。

2,127 2,120 2,275 2,265 ▲ 148 ▲ 145

25,427 25,210 32,363 31,895 ▲ 6,936 ▲ 6,685

6020261 ⑯下呂の森をはぐくむ人づくり事業 ㋣下呂の森をはぐくむ人づくり事業 森林環境学習等による人材育成（子ども園、小中学校、高校） 1,766 1,716 1,766 1,716 0 0

10020203･10030203
⑰小学校教育振興費・中学校教育振興費
【教育委員会】

㋤森林環境教育時バス借上げ料 森林環境教育時バス借上げ料 893 633 1,003 801 ▲ 110 ▲ 168

㊁林業・木材産業効率化事業 拡充
高性能林業機械のレンタル、リース、林業機械（チェーンソ―、空調服等）
の購入に対する補助

3,282 3,280 3,143 3,133 139 147

㋦林業技術者担い手育成・確保支援事業 林業技術者講習の受講経費に対し補助 244 244 240 230 4 14

㋧林業担い手就学支援事業
林業従事者等育成機関（森林文化アカデミーなど）に入学し卒業後に市内の
林業関係事業体に従事する者に補助　補助率 R6 10/10

770 760 986 970 ▲ 216 ▲ 210

㋨林業就業移住支援事業
県外及び東京圏外から林業従事者として市内移住者に支援金を補助（県75％
市25％）

600 150 600 150 0

㋩森林技術者育成・確保事業
市内及び県内在住者が市内林業事業体へ就業した場合の就業支援補助　600千
円／人

1,200 1,200 1,200 1,200 0 0

㋪林業法人新規雇用者就学支援事業
新たに雇用した者が岐阜県立森林文化アカデミー（森と木のエンジニア科）
に入学し、卒業までにかかる入学金、授業料、給与等を補助

3,092 3,090 1,425 1,410 1,667 1,680

6020105 ⑲林業総務費 ㋫林業体験ツアー 新規 森のジョブステーションぎふと連携し林業体験ツアー等を実施 5,562 1,548 4,202 0 1,360 1,548

6020283 ⑳林業関係協議会活動推進事業 ㋬林業関係協議会活動推進事業 拡充
森林整備、木工関係、森林環境教育等の団体が行う人材育成や商品開発等に
対する補助　　補助率2/3　限度額100万円　木造住宅協議会支援

2,000 1,990 1,000 1,000 1,000 990

19,409 14,611 15,565 10,610 3,844 4,001

(7)基金 6020295 ㉑森を育て活かす基金費 ㋭森を育て活かす基金
森林環境の保全を目的とした森林整備、人材育成と担い手確保及び木材利用
の促進と普及啓発のため積立　　※利息分

0 0 0 0 0 0

合計　※（7）基金は含まず 267,025 227,686 270,939 222,142 ▲ 3,914 5,544

譲与税交付額

令和８年度　森林環境譲与税の使途（詳細）

譲与税の
使途

予　算
内容（事業名等） 事業詳細

令和８年度　① 令和７年度　② 比較増減　①－②

事業番号 事業名 当初予算 当初予算 増減額

(1)間伐等
推進

6020293 ①森林経営管理事業

㋐森林整備意向調査業務

(5)木材の
利用促進

6020257 ⑭地域材需要促進事業

(2)里山整
備・災害防
止

(3)再造林
の推進

(4)林道・
作業道の整
備

6020229 ⑪市単作業路等整備事業

(6)人材育
成・担い手
確保

6020297 ⑱林業技術者育成・確保事業

227,686 238,776 -11,090 Ｒ７年度末 残高 0千円

下呂市森を育て活かす基金
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令和８年度 森林環境譲与税活用事業 

NO 事 業 内 容 
「森林環境譲与税の使途(詳細)」の、内

容(事業名等)の該当部分 

1 森林経営管理制度に基づく意向調査（繰越事業含）    【森林整備】   

2 森林経営管理制度に基づく間伐の実施（繰越事業含）   【森林整備】   

3 市有林の間伐                    【森林整備】   

4 谷沿に倒れ込んだ倒木の処理              【里山整備・災害防止】   

5 間伐未利用材搬出による資源の有効活用         【里山整備・災害防止】   

6 里山を広葉樹へ林種転換し景観を改善         【里山整備・災害防止】   

7 森林造成組合活動支援により地域の森林を守る      【里山整備・災害防止】   

8 沿道の森林整備で生活道路の安全確保と景観を改善   【里山整備・災害防止】    

9 主伐・再造林に対する支援で造林を推進         【主伐・再造林の推進】    

10 作業道の整備等を実施し森林整備を促進        【林道・作業道の整備】     

11 作業道開設による災害を防ぐため適切な排水処理を実施 【林道・作業道の整備】   

12-1 林道下呂～萩原線の安全な交通の確保         【林道・作業道の整備】   

12-2 林道の適正な維持管理による災害の未然防止      【林道・作業道の整備】   

13 下呂の森がはぐくんだ地域材等を利用し木材利用を推進 【木材の利用促進】    

14 幼少期から下呂市産材の木製品に触れよう       【木材の利用促進】   

15 森林環境教育を実施し下呂の森をはぐくむ人材を育成  【人材育成・担い手確保】    

16 林業技術者を多面的な角度から育成支援        【人材育成・担い手確保】        

17 林業関係協議会の活動を支援             【人材育成・担い手確保】   
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令 和 ８ 年 度 　 森 林 経 営 管 理 事 業 　
　 意 向 調 査 及 び 間 伐 整 備 事 業 　 実 施 箇 所 位 置 図

50

【 下 呂 乗 政 ① 】
間 伐 ＜ 繰 越 ＞ 1 2 h a

【 下 呂 幸 田 ・ 少 ヶ 野 ① 】
間 伐 ＜ 繰 越 ＞ 2 0  h a

【 下 呂 湯 之 島 】
意 向 調 査 9 3  h a

【 小 坂 赤 沼 田 】
間 伐 ＜ 繰 越 ＞ 2 6  h a

【 下 呂 蛇 之 尾 ・ 田 口 】
間 伐 ＜ 繰 越 ＞ 1 6  h a

【 下 呂 乗 政 ② 】
意 向 調 査 ＜ 繰 越 ＞ 1 5 8  h a

【 馬 瀬 中 切 ③ 】
意 向 調 査 ＜ 繰 越 ＞ 2 1 4  h a

【 金 山 金 山 】
意 向 調 査 ＜ 繰 越 ＞ 8 3  h a

【 小 坂 大 島 】
意 向 調 査 ＜ 繰 越 ＞ 1 7 4  h a

【 萩 原 野 上 】
意 向 調 査 1 3 2 h a

【 下 呂 蛇 之 尾 】
意 向 調 査 ＜ 繰 越 ＞ 2 1 8  h a

【 萩 原 尾 崎 】
意 向 調 査 9 9  h a
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         学校給食費支援事業 

  

【小学校給食費の完全無償化】 

〇学校給食費無償化事業（新規） 

１．事業費：７,２７５万円 

２．事業目的 

国の「学校給食費の抜本的な負担軽減（いわゆる給食無償化）」の実施に併せ、小学生の

給食無償化を実施し、保護者の経済的負担軽減を図ります。 

３．事業内容 

小学生の給食費（食材費）に、国より交付される「給食費負担軽減交付金（小学生1人あた

り月額 5,200 円×11 ヶ月）を充当します。併せて、交付金だけでは賄いきれない不足額につ

いては公費で補填することによって保護者負担額をなくし、小学生の給食無償化を実施しま

す。 

対象人数：１,０８６人 

国補助額：６,１１５万円 （10050354 学校給食費無償化事業） 

市負担額：１,１６０万円 （10050353 学校給食費負担軽減支援事業） 

 

 

【中学校給食費への支援】 

物価高騰による子育て世帯の経済的負担を軽減します 

〇学校給食費負担軽減支援事業（継続） 

１．事業費：１,２６０万円 （10050353 学校給食費負担軽減支援事業） 

２．事業目的 

   給食の質を維持するため、物価高騰による値上がり分を市が負担し、現在の保護者負担額

（300 円）を据え置きます。 

３．事業内容 

   対象期間：令和８年４月～令和９年３月 

   １食あたり単価：９０円   

   対象人数：７２７人 

 

 

 

 

 

 

予算決算常任委員会 

実施月日 令和８年３月 18 日 

担当課  教育委員会事務局 

学校給食センター 
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〇学校給食費無償化事業（拡充）  

１．事業費：１,１７８万円 （10050353 学校給食費負担軽減支援事業） 

２．事業目的 

   市内生徒の給食費を無償化します。 

３．事業内容 

   対象期間：令和８年４月～令和８年６月（３ヶ月分相当） 

   無償になる保護者負担額：３００円（１食あたり） 

   対象人数：７２７人 

 

〇子育て応援給食費支援事業（継続） 

１．事業費：１,３６２万円 （10050304 子育て応援給食費支援事業） 

２．事業目的 

   保護者負担額の半額を市が助成します。 

３．事業内容 

   対象期間：令和８年７月～令和９年３月 

   １食あたり単価：３００円×１／２＝１５０円   

   対象人数：６５６人（準要保護生徒除く） 

 

   

   

〇１食あたり単価の内訳 

区分 

Ｒ７年度 Ｒ８年度 

１食の実費単価 １食の実費単価 

 保護者負担 助成の内訳  保護者負担 助成の内訳 

小学生 318 円 260 円 

 

58 円※市負担

（高騰分） 

 

340 円  ０円 

286 円※国負担 

（年 200 食で試算） 

54 円※市負担 

（高騰分） 

中学生 366 円 150 円 

66 円※市負担

（高騰分） 

150 円※市負担

（1/2 助成） 

390 円 

4～6月 

0 円 

7～3月 

150 円 

4～3月 

90 円※市負担 

（高騰分） 

4～6月 

※全額市負担 

7～3月 

150 円※市負担

（1/2 助成） 
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 予算決算常任委員会
 実施月日：令和８年３月１６日〜19日
 担 当 部：福祉部 高齢福祉課

令和８年度 介護保険事業勘定財源充当一覧
事務事業名 予算額 事業概要 国庫支出⾦ 支払交付⾦ 県支出⾦ 繰入⾦ 一般財源他

一般管理諸経費 46,695 介護保険事業職員給与 46,695 0
一般管理諸経費 11,187 介護保険事業運営のための一般管理経費 11,187 0
地域包括支援センター管理費 3,952 地域包括支援センターの運営管理経費 1,521 761 761 909
地域包括支援センター職員給与費 54,984 地域包括支援センター職員給与 21,169 10,584 10,584 12,647
賦課徴収費 7,375 介護保険料賦課徴収経費 7,375 0
介護認定審査会費 9,010 介護認定審査会運営費 9,010 0
認定調査費 30,287 認定調査経費 30,287 0
居宅介護サービス給付費 1,186,936 要介護認定者の居宅サービスに対しての介護給付費 308,604 320,473 148,367 148,367 261,125
特例居宅介護サービス給付費 1,804 緊急時等による介護認定前の居宅サービスに対しての介護給付費 469 487 226 226 396
地域密着型介護サービス給付費 670,728 要介護認定者の下呂市指定地域密着型介護サービスに対しての介護給付費 174,390 181,097 83,841 83,841 147,559
特例地域密着型介護サービス給付費 50 やむを得ない理由で介護認定前に利用した介護給付費 13 14 6 6 11
施設介護サービス給付費 1,234,572 要介護認定者の施設サービスに対しての介護給付費 259,260 333,334 216,050 154,322 271,606
特例施設介護サービス給付費 50 やむを得ない理由で介護認定前に利用した介護給付費 13 14 6 6 11
居宅介護福祉用具購入費 5,076 要介護認定者の福祉用具購入に対しての償還給付 1,320 1,371 635 635 1,115
居宅介護住宅改修費 9,936 要介護認定者の住宅改修費に対しての償還給付 2,583 2,683 1,242 1,242 2,186
居宅介護サービス計画給付費 197,196 要介護認定者の居宅介護サービス計画（ケアプラン）作成費 51,271 53,243 24,650 24,650 43,382
特例居宅介護サービス計画給付費 50 指定介護支援事業者以外の基準該当者が作成した場合の償還給付 13 14 6 6 11
介護予防サービス給付費 43,860 要支援認定者の居宅サービスに対しての介護給付費 11,404 11,842 5,483 5,483 9,648
介特例護予防サービス給付費 50 やむを得ない理由で介護認定前に利用した介護給付費 13 14 6 6 11
地域密着型介護予防サービス給付費 5,417 要支援認定者の下呂市指定地域密着型介護サービスに対しての介護給付費 1,408 1,463 677 677 1,192
特例地域密着型介護予防サービス給付費 50 やむを得ない理由で介護認定前に利用した介護給付費 13 14 6 6 11
介護予防福祉用具購入費 1,476 要支援認定者の福祉用具購入に対しての償還給付 383 398 185 185 325
介護予防住宅改修費 3,255 要支援認定者の住宅改修に対しての償還給付 846 879 407 407 716
介護予防サービス計画給付費 17,160 要支援認定者の介護予防サービス計画（ケアプラン）作成費 4,462 4,633 2,145 2,145 3,775
特例介護予防サービス計画給付費 50 指定介護支援事業者以外の基準該当者が作成した場合の償還給付 13 14 6 6 11
審査支払手数料 3,492 介護予防・日常生活支援事業に係る介護報酬請求に対する審査支払手数料 908 943 437 437 767
高額介護サービス費 49,692 要介護認定者の高額自己負担に対する償還給付 12,921 13,417 6,212 6,212 10,930
高額介護予防サービス費 50 要支援認定者の高額自己負担に対する償還給付 13 14 6 6 11
高額医療合算介護サービス費 10,860 要支援認定者世帯の介護保険と医療保険の合算による高額負担に対する償還給付 2,824 2,932 1,358 1,358 2,388
高額医療合算介護予防サービス費 50 要支援認定者世帯の介護保険と医療保険の合算による高額負担に対する償還給付 13 14 6 6 11
在宅介護支援事業 9,896 在宅介護支援券の発行事業 9,896
特定入所者介護サービス費 69,972 低所得の要介護認定者のサービス利用自己負担超過額に対する給付 18,192 18,892 8,747 8,747 15,394
特例特定入所者介護サービス費 50 やむを得ない理由で介護認定前に利用したサービス利用自己負担超過額に対する給付 13 14 6 6 11
特定入所者介護予防サービス費 12 低所得の要支援認定者のサービス利用自己負担超過額に対する給付 3 3 2 2 2
特例特定入所者介護予防サービス費 50 やむを得ない理由で介護認定前に利用したサービス利用自己負担超過額に対する給付 13 14 6 6 11
総合相談事業費 227 相談窓口運営事業費 87 44 44 52
権利擁護事業費 94 虐待防止等権利擁護に関する普及推進事業 36 18 18 22
任意事業 4,895 介護給付適正化、成年後見人利用支援、認知症サポーター養成等 1,885 942 942 1,126
生活支援体制整備事業費 11,852 体制整備のための生活支援コーディネーターの設置事業 4,563 2,282 2,282 2,725
認知症総合支援事業費 567 認知症初期集中支援チームの運営経費 218 109 109 131
在宅医療・介護連携推進事業費 405 多職種連携による医療・介護の輪会議等の開催経費 156 78 78 93
地域ケア会議推進事業費 125 地域ケア会議開催経費 48 24 24 29
介護予防・生活支援サービス事業費 98,214 訪問型生活援助サービス、通所型サービスA等の総合支援事業実施経費 24,526 26,488 12,263 12,263 22,674
介護予防ケアマネジメント事業費 3,372 介護予防ケアマネジメントの外部委託に係る経費 537 582 269 1,488 496
一般介護予防事業費 1,844 介護予防の普及啓発に係る講演や教室の開催経費 461 498 231 231 423
審査支払手数料 311 介護報酬請求に対する審査支払手数料 78 84 39 39 71
居宅サービス等支援事業 14,324 ヘルパー、デイ事業所に移動、送迎に対する補助⾦ 14,324
訪問介護事業安定運営支援⾦事業 1,192 訪問介護事業所の運営を安定させるため、介護報酬改定減算分を補助する 1,192
介護保険基⾦積立⾦ 1,727 介護保険基⾦積立⾦ 1,727
一時借入⾦利子 34 運営費を借入れた場合の利子分。一時借入の利子 34
第1号被保険者保険料還付⾦ 647 65歳以上被保険者の死亡、転出等に伴う過年度誤徴収分の還付 647
償還⾦ 清算に伴う国県への償還⾦ 0
操出⾦ 清算に伴う一般会計への操出⾦ 0
予備費 1,000 介護保険事業の 1,000
合計 3,826,160 906,663 975,882 528,368 572,413 842,834

単位：千円
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